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在宅における高齢者介護の問題（８）
Ⅰ．在宅を巡る問題
　団塊世代が高齢者の仲間入りする直前にあり、これ
らに対する在宅介護環境の整備が急がれるにも拘らず、
その整備が整わないまま、日本は世界一と言われる超
高齢社会に突入しつつある。2000年に介護保険制度が
始まり、それを利用して１割負担で在宅で健康に生活
できるという理想は、現実のものになっているだろう
か。
　こうした介護保険制度が始まった当初は、これまで
の措置から契約への変更によって、利用者側の権利を
尊重すること、サービスを受ける業者を利用者が選択
できるとの利点等が挙げられた。そのために業者数を
増加させて、自由競争によってサービスの質を高める
ことを意図して、株式会社など民間業者が参入できる
政策を取ったのである。しかし、民間業者のコムスン
が不当な介護報酬を得ようとしたことから、在宅福祉
を利益を得る福祉産業とする思想に対する揺り戻しが
起こって、困った人たちを助ける善意の社会援助が当
然とされる思想が広がったように思われる。
　また、こうした思想と、国家予算を抑えるために介
護保険制度の３年ごとの改定で、2003，2006年度と介
護報酬が引き下げられた結果、介護従事者が現場から
離れていく事態となっている。１）
Ⅱ．介護保険制度の問題点
　平成22年11月に出された「介護保険制度の見直しに
関する意見」によれば、介護保険制度は、「介護が必
要になっても、①住み慣れた地域や住まいで、②自ら
サービスを選択し、③自らの能力を最大限発揮して、
尊厳ある自立した生活を送りたい。このような高齢者
の希望を叶える制度として、2000年に創設された」と
されている。２）
　サービスを受ける高齢者の数は、2000年と2009年と
の比較では149万人から384万人と2.6倍になり、訪問
介護事業所が9,833ヶ所から20,885ヶ所に、介護老人
福祉施設が4,463ヶ所から6,015ヶ所に増加し、介護
サービスの基盤整備が進んでいるという。
　平成22年11月に行った「介護保険制度に関する世論
調査」でも、制度導入による効果で「良くなったと思
う」者が51％、「良くなったと思わない」が29％であっ
たという。このように介護保険制度は高齢者の暮らし
を支える中核として着実に機能しており、少子高齢化
社会の日本において、必要不可欠な制度となっている
という。３）
　これに対して、東京都の社会福祉協議会の介護保険
利用者を対象にした調査結果では、現在の介護保険
サービスが「十分でない」とした者が54.6％に上り、
病院内での介助や調理、清掃などの生活援助について、
利用者や家族の状況に合わせて柔軟な運用を求める声
〔　要　　約　〕
　公的在宅介護サービスを作用する条件の問題点について検討した。サービスが十分行き届き、その
サービスの質を保証するためには、いくつかの社会レベルの問題点があることを述べた。それらを示す
と以下のようになる。
茨　介護保険制度の問題点として、その制度設計が現実の介護状況を基にして考えられていないので、
結果的に観念的な地域支援の態勢になり、破綻をきたす可能性が高いこと。
芋　団塊の世代を前に、多くの介護従事者の需要があるのに、現在現場にいる介護従事者が介護現場か
ら離れていく政策をとり、介護従事者の質を高めると言いながら、現場からの要請でその政策を延
ばしたり、外国からの介護従事者を受け入れる態勢をとるなど、政策の首尾一貫性を欠いているこ
と。
鰯　具体的な介護サービスを十分できるかどうかについては、家族関係と家族それぞれの特性などが大
きな要因足りうること。
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が多いという。また、訪問介護サービスの不便さでは、
「通院時、病院内での介助は介護保険外となり負担が
大きい」（29.2％）が最も多く、「サービスの時間が短
い」（29％）「同居している家族がいると調理などの生
活援助サービスが受けにくい」（28.4％）となってい 
る。４）一見すると、この矛盾は制度としての介護保険
導入については社会的な意義を認めながらも、具体的
な運用では問題点が多いことを示していると考えられ
る。
　2005年に行われた介護保険制度の改正で、①地域密
着型サービスの提供　②地域包括支援センターの創設
③要介護状態にならないための予防給付などが創設さ
れた。
　こうした改正が必要になった経緯の中に、在宅介護
における問題点が浮かび上がってくる。①地域密着型
サービスの提供とは、医療ニーズと重度の要介護者を
地域で介護をする24時間のケアが必要となるが、現状
ではそうした整備が行われていない。結果的に施設入
所をせざるを得ない状況となっている　②地域包括支
援センターの創設は、日常生活圏内での、医療、介護、
予防、住まい、生活支援サービスを一体として調整す
る場としての施設と謳われているが、こうした総体と
しての機能が果たせるかは疑問が残るところである。
　2003，2006年度の介護保険制度の見直しでは、例外
なき予算の減額によって、社会保障費としての介護保
険報酬費の減額が行われた。その結果、各事業所は介
護職員の給与を減額してその危機を乗り越えようとし
た。その結果として、介護の人材が現場から離れる事
態となっている。しかし、団塊の世代の高齢化がそこ
まで来ており、2007年には120万人だった介護職員が、
2025年には210～250万人必要との見込みもある。こう
した対策の１つとして、EPA（経済連携協定）による
インドネシアやフィリピンからの介護従事者を受け入
れるようになった。しかし、介護従事者に対しては、
４年間で１回の国家試験を通らなければ、継続的に働
けない仕組みになっている。しかも国家試験は日本語
によるもので、その合格率は極めて低くそれへの対策
を迫られている。（その後、合格しなかったもので、あ
る基準以上のものは再度受験できる仕組みとなった）
　2009年度の介護報酬改定では、介護職員の処遇を改
善するため、３％のプラス改定が行われ、21年度の補
正予算では、介護職員一人当たり月額１万５千円の支
援を行うため、介護職員処遇改善交付金が創設された。
この取り組みは2011年度末で終了するため、それ以後
の継続が求められている。
　このような介護保険制度の導入は、基本的には適正
であるものの、その運用とその展開についての配慮が
欠けているということである。在宅を支えるための地
域社会のネットワーク作りや組織的な運営についても、
中核となる地域包括支援センターなどの創設は、一見
すると合理的なもののように思われるが、運用する人
材の育成が十分かと言えば、そうでないとしか考えら
れない。また介護職員の報酬は、他企業種と比べて６
～７割程度と言われている。５）こうしたことから介護
福祉士の資格取得者は、団塊世代の介護のためには、
ある程度賄えるだけの数はあると思われるのに、現場
から離れている現状がある。基本的な人材確保がまま
ならないときに、EPA（経済連携協定）によるインド
ネシアやフィリピンからの介護従事者を受け入れる政
策をとっているが、こうしたことも適切な将来展望を
踏まえた上のものとは思えないものである。
Ⅲ．介護福祉士養成校からの視点
　本学にある専攻科福祉専攻は、1990年度に創設され
た介護福祉士資格を取得できる１年課程の養成校であ
る。その受験条件は、養成校での保育士資格を取得し
たものであり、幼児教育科に付設の専攻科であり、そ
の課程を終わると介護福祉士の登録ができて、介護福
祉士の国家資格を取得できるようになっている。介護
福祉士の国家資格を得るためには、本学の課程以外に
は、大きく３つのルートが考えられる。①現場で３年
間の実務経験があり、国家試験を受験して合格したも
の　②２年間の介護福祉士養成校を終わって資格を取
得するもの　③高校での福祉系課程を経て国家試験を
受験して合格したものである。
　これまでの各ルートの介護福祉士の資格取得の違い
に対して、平成2012年度から全てのルートで、国家試
験を受験させることを決めたのである。どのルートで
も一律に同じ関門を課して、それに合格しないと資格
を与えないという訳である。また、現場からの受験者
に対しては、３年以上の実務経験のほかに450時間の
研修も課されるようになる。
　こうした国家試験を受験させる意味は、介護福祉士
の資格があってもその質が保証されない現状から、保
証させるためのものと考えられる。
　ところが、この2012年度から実施予定の国家試験受
験を課すことが、現場からの強い要請で３年間の延期
になり、2015年度からの実施となった。実際のところ、
３年間の実務経験と450時間の研修を課して、現場で
働き続けながら国家試験を受験して合格することは、
実質的にかなり困難であろう。こうした反面、国家試
験の実技試験を免除する実技講習会を行って、32時間
の講習を受け講習試験に合格すれば、実技試験を免除
するようにした。2009年の保険制度の介護報酬改正で、
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事業所の介護福祉士の資格取得者の割合によって、介
護報酬の額が異なる改正があり、資格の有無が経営に
大きく依存することから、介護福祉士の資格取得を勧
めたり要求するようになってきている。
　しかし、受講者の中には、実技試験免除の有効期間
３年間で国家試験に合格できずに、２回目の実技講習
会の受講者がいるとの話も聞いている。こうした受講
者が国家試験を受験する姿勢は、基本的に介護福祉全
体の背景や歴史を学び、介護技術と理論的背景を学ん
だ受験者というよりは、ただただ過去の問題を繰り返
し行うことによって、受験しているケースが多いと思
われる。国家試験のあり方や内容を問い直し、考え直
す必要があるのではないかと思われる。
　また、養成校では2009年度から、新しいカリキュラ
ムに変更になって、これまでの介護方法や認知症など
の病気にどう対応するかという、利用者そのものより
は、症状に対しての対応だけを重視してきたものから、
利用者の人格や人柄に添った介護への変更が求められ
るようになった。その点で人間本位の介護（human 
centered care）が重要視されるようになった。例え
ば、認知症の人の心理状況の把握から、その人への介
護のあり方を学ぶことが重要であるとの視点である。
　例えば、徘徊などは、どこか（例えば実家）へ帰る
ために徘徊しているのであり、従来のように、それを
止めさせるのではなく一緒に歩くとか、本人の話を聞
いて理解することが重要だと考えられるようになった。
排便した汚物で服を汚すなども、手をきれいにしたい
との表れであり、始末の仕方などを優しく教えてあげ
るなどの対応が考えられる。
　こうした対応の仕方の変化について、従来の現場で
は症状に対する介護が先になり、人を中心にした介護
とはかけ離れている可能性がある。現場で長く介護し
てきた人達は、こうした介護思想の変化に対応できる
だろうか。
Ⅳ．介護福祉政策の問題点
　国の介護政策は、首尾一貫性を欠いており、このま
ま介護福祉政策を続けていけば、近い将来、破綻する
ように思えてならない。それらについて述べてみる。
臼　第一に、介護報酬に関わる問題である。団塊の世
代がそこまで高齢者の仲間入りをするようになって、
それに伴って介護を受ける人数も増大することは目
に見えているのに、介護報酬を低く抑える政策を
採ってきた。そこで要支援の高齢者が介護度を上げ
ることのないようにすると共に、これまでの介護度
１の人たちのある部分を、要支援の方に移動させて
高齢者の健康管理と維持を高める政策に変更してい
る。これらは基本的に健康的な高齢者を育てる好ま
しい政策に見えるが、こうした発想の元は、介護報
酬を抑えるためでなかろうか。
渦　将来展望がないまま介護報酬を引き下げてきた結
果、事業者は人件費を削ることで経営を行ってきた。
その結果、介護職員が辞めていき、他業種への移動
が見られる。その理由は、生活ができないことが第
一であり、社会的に重要な仕事であり夜勤も含めて
３Ｋ（きつい、汚い、危険）と言われる大変な業務
であるにも拘らず、介護の仕事に熱意や情熱がある
若者たちを、現場から他業種に流れるようにさせて
しまっている。この傾向は、介護福祉士の養成校へ
の入学者が定員割れしている現状にも見られる。仕
事の重要性を省みずに、一律に介護報酬を下げる政
策が介護に対する魅力や意欲を減らしているのでは
ないか。また場当たり的に2011年度までの期限付き
で３年間介護従事者に月１万５千円を提供する介護
職員処遇改善交付金の政策がとられているが、本当
に介護福祉士を持っている若者たちが現場に戻って
くるだろうか。
　　これと関連して人材確保のために、EPAによる
インドネシアやフィリピンの介護従事者を入れるよ
うにした。しかしこのことが文化的な軋轢を呼んで
いることは上述した通りである。これらは、将来の
人材確保の展望を踏まえたというよりは場当たり的
な政策に終始していると言わざるを得ない。
③　人材確保の問題と介護福祉士など介護職員の質を
確保するという一見矛盾した政策を、どのように調
和させるのだろうか。養成校の国家試験を受験させ
る政策と、現場からの要請で３年間の実施を延期し
た矛盾をどう解決するのだろうか。そして2015年度
からの国家試験の実施は必ず行われるのだろうか。
現場の450時間の研修をどこでどのように実施する
かの工程表は、未だに具体的に示されていない。
　　確かに、養成校の中には十分な教育をしないで卒
業生を出しているところもあり、養成校自身も反省
をしなければならない。しかし国家試験を通過した
ものが、国の考える介護福祉士の質を保証できるか
といえば、それは安易な考え方と言わざるを得ない
と思うがどうだろうか。
　　またこうした制度の変更によって、現場や介護職
員の意識はすぐに変わるだろうか。ころころと変わ
る政策に対応して、介護者の認識や技術を自在に変
えられると考えているとしたら、余りに能天気だと
しか考えられない。実技講習会の本学の講師などの
感想を聞くと、各事業所で行われている介護の様相
は、その介護施設で行っている介護方法をただただ
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同じようにやっているだけであり、「合理的な介護
とは何か」という問いを持たずに介護が行われてい
る様子が見られる。介護福祉の世界では、未だに
「介護福祉とは困った人を助けることだ」という思
想が蔓延しており、同情や哀れみの延長線上に介護
福祉があるように思われてならない。こうした思想
が現場に蔓延しているとしたら、現場経験３年間と
450時間の研修を受けさせれば、質の高い介護福祉
士を養成できるようになると考えるのは、余りにも
単純な発想と言わざるを得ない。
　　このような国の政策としての首尾一貫性のなさ、
つまり介護保険制度改定の介護報酬の不手際や、人
材確保のための手段の姑息さ、質の高い介護福祉士
を育てると打ち上げながら、現場の要請を無視でき
ないという介護福祉現場の実態に対する認識のなさ、
現場の介護職員の認識の様相への無知などが入り混
じって、高齢者介護に関する政策が空回りしている
実態が見て取れる。
Ⅴ．科学としての介護福祉学の可能性
　上述のように、介護福祉の現場には「介護福祉とは、
困った人を助けることだ」という施しや同情や哀れみ
などの感覚があるのではないだろうか。「介護福祉士
の専門性とは何か」は、介護福祉士を国家資格として
決めたときからあった。看護師との比較で言えば、看
護師の場合には、その専門性はバイタルチェックや注
射をする、医学的知識を使って健康管理するなど技術
や思想がほぼ確立している。それに対して、介護福祉
士の資格といえば、家政婦の仕事とどう違うのか、そ
の専門性を問い詰めていくと、玉葱の皮をむいていく
ように結局は何が専門性だか分からないといったこと
が議論されていた。
　介護福祉の世界が、お涙頂戴の世界から合理的な世
界になるためには、科学として確立させる必要性があ
る。教育の世界でも自然科学ほどには科学的でなく、
ある経験的なことが当たり前のように考えられている
部分がある。その結果、その合理性を考えることなく
教育が行われており、その教育の良し悪しは、その教
師の個人的な力量とか職人的な技であると考えられて
いる部分がある。反面、教育を技術的なものだけに限
定した教育運動なども見られて、学習者の心を育てる
教育の本分が忘れられているような側面もみられる。
こうした教育の科学的側面が疎かである以上に、介護
福祉の現場では、こうした科学的側面が疎かになって
いるように思えてならない。介護福祉施設協会の小林
会長の講演の中でも、６）介護福祉を科学にする必要を
説いていたが、科学的に問い詰める作業を通して、そ
の事実や規則性が、他の介護従事者や介護関係者へ伝
わり共有できるようにさせる必要がある。
　科学の持つ条件とは、再現性と公共性と言われる。
再現性とは、ある条件を持った人への介護方法が有効
だとしたら、同じ条件を持った他の人へも、この介護
方法が同じように効果があるということであり、公共
性とは、ある特定の人の介護方法だけが有効であると
いうのではなく、どの人がやっても同じ結果を得られ
るということである。自然科学に較べて、社会科学で
は人間の持つ条件が複雑なので、その規則性や一般性
を求めることが難しい側面がある。しかし、こうした
介護技術や介護に関わる概念の合理性を高めていかな
ければ、介護福祉の分野は成熟せずレベルアップもし
ないと思われる。このままの現状が続けば、ただただ
国の政策に振り回されながら、要介護者と介護者が苦
しむだけであろう。
　社会の価値観の変化とともに、例えば「痴呆症」を
「認知症」に、「精神薄弱や精神遅滞」を「知的障害」
へと変更させたことは、人権に対する社会の認識が深
まったことばかりでなく、人格に纏まりついていた病
名が、病気そのものを科学的に対象化できるように
なった結果ではないかと考えられる。ただ、人権に対
する感覚が過敏になりすぎて、中国の文化大革命のよ
うに歴史的・文化的な遺産や意味合いを破壊している
事例もあるように感じているのだが。
Ⅵ．在宅介護に関する問題
茨　介護支援専門員（ケアマネージャー）の問題
　介護支援専門員は、介護認定を受けて介護が必要に
なった高齢者に対して、その人にあった１週間のケア
プランを作成して、１ヶ月ごとにプラン変更をしなが
ら確認印をもらう。
　そうしたプランに合わせて、各事業所との連携を密
にしながら、チームワークを取りながら、総体として
高齢者の在宅生活が円滑にいくように図るのが仕事で
ある。
　高齢者の在宅生活が、現在のところ、死に至るまで
の十分な地域環境が設定されていないことから、要介
護度が高くなり家族が高齢者の世話が出来なくなると、
施設入所が一般的に行われている。認知症が進み要介
護度がそれほど高くない場合には、グループホームや
小規模多機能型サービスが考えられるし、それが高く
なると特別養護老人ホームなどへの入所が考えられる。
こうした経過に伴うプランの変更も介護支援専門員の
仕事となる。
　介護支援専門員の仕事内容からすると、本来は各事
業所とは一定の距離を置かなくては、公平な仕事は出
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来ないと思われるが、実際のところは特別養護老人
ホーム内の居宅介護事業所として付設されているとこ
ろが多い。特別養護老人ホームの短期入所やデイサー
ビス事業と関連させながら、ケアプランの作成が行わ
れている。このようなひも付きの介護支援専門員の仕
事が、在宅高齢者の生活の質を保証する選択を可能に
させるかは疑問のあるところである。また、地域に
よってそれら事業所の数が少なく、決まった事業所し
かないという現実も見られる。措置から契約へと変更
して、利用者が好きな事業所を選択できるようになる
というのは幻想に過ぎない。
　これまで介護支援専門員が担当するケース数は限定
されなかったので、担当数が60ケースを超えるものも
あり、十分なケアプランの作成とその評価を行えない
という批判もあって、その後30件前後とするように
なった。しかし、地域包括支援センターの要支援の
ケースまで委託されるようになり、結局は40件ほど担
当することが一般的になった。
　このように、介護支援専門員の業務は、実際の地域
の事情や地域包括支援センターの建前と実態、介護支
援専門員の能力の状態等によって、国が考えている在
宅介護と、その実態とが大きく乖離していることが予
想される。
芋　在宅介護支援センターから地域包括支援センター
への問題
　地域包括支援センターができるまでは、主に特別養
護老人ホームなどに付設していた在宅介護支援セン
ターが、介護相談や介護認定に関わる業務に携わって
きていた。介護福祉士、看護師や保健師などが具体的
な相談内容に応じて、介護認定を受けられるようにし
たり、介護施設などへの入所についてのアドバイスを
与えるなどの役割を果たしてきた。どの利用者も最初
は在宅介護支援センターに相談に行くことで、介護支
援を受けるための窓口として機能していた。
　これまでの地域で機能してきた在宅介護支援セン
ターが、地域包括支援センターに変わって、地域全体
の介護のセンターとしての役割が拡大深化したかとい
うと、これまで培ってきた機能を捨て去って、新たな
仕組みに作り直すという政策をとることになった。高
齢者の健康管理などの介護予防、介護なども含む人権
問題の相談、介護のための啓蒙活動や介護度支援高齢
者に対するケースワークなどを、社会福祉士、保健師、
主任介護支援専門員などがチームとなって行うように
設定されている。一見すると、こうした機能は必要不
可欠であり好ましいもののように思われるが、現実の
問題に対応する対策というよりは、観念的なねらいの
設定に過ぎない。また、こうした役割を果たす専門家
そのものが、十分専門家としての技量を持っていると
は言えない人たちも多いようである。
　上述したように、例えば介護支援専門員になるには、
県の資格試験で合格し研修を受けた上で資格が得られ
るのであるが、こうした試験に合格しても介護につい
ての背景を十分理解しているとは思えない人たちが多
数存在する。また主任介護支援専門員についても、一
定の在職期間を経て研修会を受けると、その資格が得
られるようになっている。こうした人たちが、現実の
事例を通して、科学的にそして合理的に介護支援がで
きるかというと心もとないと言った方が良いのではな
いか。このように、現実を無視して、その機能や人員
の配置を行ってみても破綻することは目に見えている
と言わざるを得ない。
　こうしたことから、地域包括支援センターの機能が
これまでの在宅介護支援センターの機能を生かしなが
ら拡大深化したようには見えない。これまでの現状を
破棄して新しいセンターを作るという、これまでの政
策（認定子ども園や保育所や幼稚園の現状を無視して、
総合施設「こども園」を創設するなどの例にも見られ
るように）と同様なことが行われている。政策とは現
状を見据えて上で立てられなければならないことは常
識であるのに、こうしたことが行われないのである。
この様な事例は養成校の国家試験受験の義務化を、現
場の要請で３年間延期するなどもその一例であろう。
鰯　在宅介護を左右する条件
臼　家族関係
　前研究までの７）－13）在宅介護の問題を見ると、公的
介護サービスが上手くいくかどうかは、その家族関係
によるところが大きい。要介護者の家族関係が、介護
を受ける前までどうだったかという問題に負うところ
が大きいのである。例えば、自己中心的で厳しい父親
だったことが息子との溝ができ、結果として親に対す
る介護の面倒をみなかったり、子どもである兄弟に対
して親の養育の違いが、その後の介護での協力が円滑
にいかなかったケースが見られる。また、それまでの
息子の嫁に対する態度によって、要介護者になった母
親（姑）が、息子夫婦に粗略に扱われケース等も見ら
れる。
　こうした家族関係の中で、結果的にキーパーソンが
いない状態になり、介護支援専門員が家族の誰に相談
したらよいのかと困る問題にまで発展していく。多く
の場合には、子供たちは家を出て遠隔地に住むケース
が多く、たびたび地元に帰れずに結果的に介護支援専
門員に任せる状態になる。その結果、介護支援専門員
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がその家庭状況を背負ってしまうことになる。介護支
援専門員として熱心であればあるほど、その家庭を背
負い悩むことになる。公的介護サービスは家族をサ
ポートする仕組みであるが、このことが家族が親たち
の面倒を見るという意識を薄め、責任感を拡散させて
いるようなケースが見られる。
　また、夫婦関係でも老老介護で、キーパーソン自身
も要介護者である可能性も大きく、的確な判断ができ
なかったり、これまでの性格特性を変えられずに介護
にお金を使うことを避けるケースも見られる。また、
要介護者が病気になって、性格的にも人が変わり我が
儘になって周りを振り回すケースも見られる。
　こうした状況の中では、介護支援専門員が作成した
ケアプランを、実施するのが難しくなる場合が多い。
渦　公的介護サービスを妨げる条件
　地域における在宅介護サービスの事業所はある数は
存在するが、それから自分の好みに合った事業者を選
択する余裕はないのが現状である。そうした中で、公
的介護サービスが十分行われない事例が見られる。そ
の事例をいくつか以下に示そう。
　1）地域と交流がない夫婦の事例では、妻の顔が見え
ないことから、民生委員が訪ねても夫が玄関を開
けず、状況が分からないまま帰ってくる。しかも
それを乗り越えて状況が分かって入浴サービスや
電動ベッドの貸与などを勧めても、介護保険の１
割負担を支払うことを渋るなど、介護保険制度に
ついての認識の無さや、預貯金があるにも拘らず
使いたがらないことから、公的介護サービスが行
えない事例がある。
　2）老老介護の事例では、要介護度４の妻が痣などを
作っており、その原因は夫の暴力ではないかと思
われた。その夫も認知症の気配があり、しかも性
的な関心が強く、夜間の妻の痣ができる原因は、
そうしたものによることが予想された。訪問介護
員や介護支援専門員が自宅を訪れて家に入ると、
家の鍵を閉めたり、ヘルパーの口に食べ物をいれ
たりして、ヘルパーたちが恐怖を感じて介護サー
ビス提供が難しい事例なども見られる。
　3）高齢者に起こりやすい疾病、例えば骨折や皮膚の
治療などが必要になって入院するなどの事例では、
突然サービス提供がキャンセルされたり、要介護
者がディサービスに行きたくないとの理由で、当
日になってキャンセルするなどの事例が散見でき
る。
　　これらはある程度は許容範囲であるものの、頻繁
に繰り返されるとサービス提供が円滑に行えない
原因となる。
　このような公的介護サービスの提供が十分行えない
事例をどうクリアするかは、現場に任せられている。
こうした事例をどう調整するかは介護支援専門員に任
される部分であるが、きめ細かく対応しようとすると、
今のケース数では多すぎるのではないかと思われてな
らない。
Ⅶ．在宅介護を有効にするための戦略
　在宅介護を取り巻く環境は、団塊の世代をどう引き
受けるかの政策的な問題に終始していて、首尾一貫性
を欠いていると述べてきた。地域の介護環境の整備、
地域包括支援センターの創設など、ハードや組織の立
ち上げなどは行われてきたが、それを運用するソフト
としての人材と質の確保は、十分でないと言って良い。
そうした乖離のまま、国の在宅介護の将来計画という
政策によって、現場が振り回されている様子が見て取
れる。
　在宅高齢者に対する介護を行うのは、言うまでもな
く具体的な介護職員であり、その人の介護思想や介護
技術に任されている。これまでの「困った人を助け
る」という思想や、施設に就職する資格が何もなかっ
たことから、現場の介護思想や介護技術は多様であり、
その介護職員としての能力も多様である。こうした現
状の問題をまず把握することから始めなければならな
い筈である。第一に、介護職員の介護についての認識
のあり方の把握をすることである。どんな介護思想で
働いているか、どんな介護が必要になる時代が来るか、
どんな接し方が必要かなどの現状認識を把握した上で、
それに対応する政策を考えていかなければならない。
この問題は、三党合意で取り下げられた、「認定子ども
園」か、「総合施設の子ども園」かの問題と似ている。
現実に存在する幼稚園や保育園をどう統合していくか
というボトムアップ方式でまとめていく具体的構想と、
民主党案のように現状を省みないで、ただ「総合施設
子ども園」構想によるトップダウン方式で現実を押し
切ろうとする観念型構想とのぶつかり合いの問題であ
る。「総合施設子ども園」構想は、現場の強い反対と自
民党の反対で、結果的に取り下げられてしまった。
　国の在宅介護政策は、こうした観念的な在宅介護思
想で構築されており、現場は振り回されている。現実
の介護職員の意識をどう捉え、その認識をどう変えて
いくかについての戦略がなければならない筈であるが、
こうした話は一向に聞かない。このままなら、ただた
だ在宅介護の現状に対症療法的に対応するだけで、的
確で質の高い在宅介護を保証することなどできないだ
ろう。
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　上述の介護職員の現状認識の把握と同様に、在宅介
護の具体的な事例を通して、在宅介護を受ける高齢者
たちへの公的介護サービスが、心理的にも認識的にも
納得できるものになるにはどうしたら良いか、それを
阻害する要因は何かなど、たくさんの具体的な事例に
ついて、問題点や要因を検討して集積することが、今
求められているのではなかろうか。現在の在宅介護政
策は、明らかに介護を受ける高齢者の心にまで入り込
んでおらず、単なる数合わせの政策である。21年度か
ら始まった養成校の新しいカリキュラムによる思想、
即ち人間本位の介護（human centered care）とは何
かを、こうした在宅介護政策を策定している人たちに、
もう一度考えてもらいたいものである。
　これまでの事例研究で見えてきたものは、在宅介護
における一番大きな要因は要介護者を含む家族関係で
あり、それが公的介護サービスを提供する際の障害に
もなり、効果的にもなる要因であることである。また、
こうした公的介護サービスを提供することが、家族関
係の崩壊を進める可能性をも含んでいる。こうした公
的介護サービスの提供が、家族が要介護者をみる義務
があるという認識を希薄にさせ、自分の両親を人任せ
にして、責任を感じない世代を作り出していく可能性
を高めていくように思われる。このように、公的在宅
介護サービスという働きかけが、各家庭の中で、どの
ように波及していくかについても、これから検討して
いかなければならない。こうした集積があって、人材
確保や質の問題、在宅介護福祉のあり方などが検討さ
れていくことが望まれる。現場の状況把握とそれへの
政策は双方向的でなければならず、こうしたことが
あって初めて国の政策の在り方が検討できるのではな
いかと考えられる。
Ⅷ．終わりに
　在宅介護を取り巻く状況は厳しく、団塊の世代への
対応が一番重くのしかかっている。それへの対応とし
て、地域環境の整備として、地域密着型サービスの構
築、地域包括支援センターなどの創設などが行われて
いる。しかし、設備や組織などのハード面の整備と並
行して、介護職員数と質の確保などのソフト面につい
ては後手に回っており、これらの展望さえ見えない状
況である。ある意味で、手当たり次第の対症療法的な
政策と言ったほうが良いかもしれない。
　こうした政策の歪みの原因は、現状を無視した観念
的な政策に終始してきたことによるものが大きい。介
護福祉の現場についての現状認識、特に人材について
の認識のなさが無能な政策へと繋がっているように思
えてならない。既に400万人を超えると思われる要介
護者に対して、要介護者が満足いく在宅介護が行われ、
日々の生活が保証されているのだろうか。こうしたこ
とが保証されていくために、要介護者の意識、介護職
員の意識や現状認識、公的介護サービスに関わる人た
ちの意識や認識（在宅介護声援専門員、訪問介護員等）
を事例研究などを通して集積していくことが必要では
ないかと考える。こうした集積を行うことを通して問
題点を鮮明にし、改善のための方法や内容が見えてく
るのではないかと思うのである。地道なこうした活動
を通して、介護福祉分野を科学にしていく作業も要求
されてくることは言うまでもない。
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SUMMARY
Kohichi TOGI :
　　　This study aims to clear the condition to efects of the public home care service. In that case, there are the 
problem of some social levels to reach and assure to suficient and qualitative services.
　　　As a matter of consideration of that, the folowing problems are indicated.
1）　As a problem of the long-term care insurance, the design of the social plan is not correspond to the concrete care 
situation of society、in efect, the service system become to be idealistic and is possibility to fail.
2）　Although mass generation of the older group wil become to be people who receive the public care service, 
national government have a policy to reduce the number of care workers in the field. and they insist to enhance 
the quality of the care worker, but accept the opinion from the field who people oppose to the national 
professional test, in efect they prolong the fixed date of that. in that way, the national design of welfare plan is 
inconsistent.
3）　Both the relation of family members and the trait and personality of them have critical conditions whether the 
public care service is suficient and satisfactory.
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